
令和４年度

決算特別委員会資料
（一般会計）

市民協働部保険医療課



令和４年度決算概要           （市民協働部保険医療課） 

 
１ 福祉医療の充実  
   こどもから高齢者まで安心して医療が受けられるよう福祉医療制度の充実を図りました（所得制限があります）。また、経済的

負担の軽減及び子育て支援として、中学３年生まで（令和４年７月１日からは所得制限を撤廃し、１８歳の年度末まで）のこども

に係る医療費の無料化及び未熟児の入院に係る一部負担金の助成を継続して実施しました。 
    

 （主な歳出額）  
   ・高齢期移行助成事業         ３，６２０，２３８円 
       対象：６５歳から６９歳までの住民税の非課税世帯で、年金収入を加えた所得が８０万円以下の者（９８人）  
   ・重度障害者医療費助成事業     ４７，３０９，０４９円 
    対象：後期高齢者医療制度に加入していない者で、１級、２級の身体障害者手帳所持者、療育手帳Ａ判定所持者及び精神障

害者保健福祉手帳１級所持者（２７９人）  
   ・高齢重度障害者医療費助成事業   ２８，１０７，９６２円 
    対象：後期高齢者医療保険制度の加入者で、１級、２級の身体障害者手帳所持者、療育手帳Ａ判定所持者及び精神障害者保

健福祉手帳１級所持者（２９１人）   
   ・乳幼児等医療費給付事業     １０２，３０３，５４６円 
    対象：０歳児から小学３年生（３，２５６人）  

・こども医療費給付事業       ７５，８５９，９３２円 
    対象：小学４年生から中学３年生（※令和４年７月１日からは１８歳の年度末）（３，２３１人）  

・母子家庭等医療費給付事業      ６，４９８，１２２円 
    対象：１８歳（１８歳に達する日以降最初の３月３１日まで）以下の児童や２０歳未満の高校在学中の児童を監護する母子

家庭の母等とその児童または遺児（１４５人）  
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・未熟児養育医療事業        ２，６８１，２０２円 

    対象：母子保健法に規定する医師が入院養育を必要と認めた未熟児（９人）  
 

助成額合計 ２６６，３８０，０５１円 
 

２ 国民年金制度の充実  
  国民年金制度の周知と資格未適用者に対する適用促進を図り、日本年金機構との連携のもと加入を促進し、年金相談等を行い 
ました。  
（主な歳出額）  

  ・国民年金事務  １，２９４，３７３円 
国民年金システム使用料、パンフレット代 等 

 
３ 後期高齢者医療事業の充実  
  現役世代と高齢者世代の負担区分が明確化された７５歳以上（一定の障害のある人は６５歳以上）を対象にした医療制度であり、 
高齢者の医療費に係る経済的負担を軽減し、高齢者福祉の充実を図りました。  
（主な歳出額）  

  ・後期高齢者医療事業       ４８０，３６４，９５７円  
  ・後期高齢者医療健康診査事業     ４，５２４，４４１円 
    まちぐるみ総合健診の基本健康診査を無料で実施（６９９人）  
  ・人間ドック受診事業           ７５５，３００円（３２人） 
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（市民協働部保険医療課）（単位：円）

決算書
ページ 款 項 目 節 収 入 済 額 充当先事業 算 定 根 拠

15 2 民生手数料 民生手数料 27,100 後期高齢者医療事業
後期高齢者医療保険料督促手数料
  督促件数　271件×100円        27,100

民生費国庫負担金 社会福祉費負担金 37,049,983
国民健康保険特別会計繰出金事
業

国民健康保険保険基盤安定負担金
  保険者支援分繰入額×1/2  　　 36,132,750
国民健康保険未就学児均等割保険税負担金
　未就学児均等割保険税負担額×1/2　917,233

36
～
37

衛生費国庫負担金 母子衛生費負担金 660,588 未熟児養育医療事業
母子保健衛生費国庫負担金
  補助対象事業費×1/2       　 660,588

40
～
41

3 民生費委託金 社会福祉費委託金 10,267,485 国民年金事務事業

国民年金事務取扱交付金
  基礎年金等事務費交付金　　 9,011,686
  特別障害給付金事務交付金　　　 2,556
　協力・連携に係る経費　     1,253,243

120,133,824
国民健康保険特別会計繰出金事
業

国民健康保険保険基盤安定負担金
  保険税軽減分繰入額×3/4   101,608,833
  保険者支援分繰入額×1/4    18,066,375
  未就学児均等割保険税負担金×1/4  458,616

78,959,922
後期高齢者医療特別会計繰出事
業

後期高齢者医療保険基盤安定負担金
　保険料軽減分繰入額×3/4    78,959,922

衛生費県負担金 母子衛生費負担金 462,115 未熟児養育医療事業
母子保健衛生費等県負担金
  補助対象事業費×1/4          462,115

44
～
45

2 民生費県補助金 老人福祉費補助金 1,294,953 高齢期移行助成事業
高齢期移行助成事業補助金
　補助対象事業費×1/2        1,294,953

42
～
43

17

1

民生費県負担金 社会福祉費負担金

（様式２－２）

歳　入　根　拠　明　細　書

34
～
35

16

1
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（市民協働部保険医療課）（単位：円）

決算書
ページ 款 項 目 節 収 入 済 額 充当先事業 算 定 根 拠

（様式２－２）

歳　入　根　拠　明　細　書

31,534,806 乳幼児等医療費給付事業
乳幼児医療費助成事業補助金
　補助対象事業費×1/2       31,534,806

8,522,980 こども医療費給付事業
こども医療費助成事業補助金  8,522,980
  補助対象事業費×1/2　(入院は10/10)

24,447,794 重度障害者医療費助成事業
重度障害者医療費助成事業補助金（心身、精神）
　補助対象事業費×1/2      24,447,794

11,125,794 高齢重度障害者医療費助成事業
高齢重度障害者医療費助成事業補助金（心身、精
神）
補助対象事業費×1/2        11,125,794

母子福祉費補助金 2,125,000 母子家庭等医療費給付事業
母子家庭等医療費給付事業補助金
　補助対象事業費×2/5       2,125,000

56
～
57

13,395
乳幼児等医療費給付事業
重度障害者医療費助成事業

第三者行為による納付金
　乳幼児等医療費助成分         11,226
　重度障害者医療助成分　　　　  2,169

6,592,519 高齢重度障害者医療費助成事業
後期高齢者医療広域連合高額
療養費納付金             　 6,592,519

825,046 後期高齢者医療事業
後期高齢者医療広域連合高額
介護合算療養費給付調整金      825,046

障害者福祉費補助金

22 6 雑入 雑入
58
～
59

44
～
45

17 2 民生費県補助金

児童福祉費補助金
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（市民協働部保険医療課）（単位：円）

決算書
ページ 款 項 目 節 収 入 済 額 充当先事業 算 定 根 拠

（様式２－２）

歳　入　根　拠　明　細　書

36,674,212 後期高齢者医療事業

後期高齢者医療療養給付費
過年度精算金　　　　　　　 36,617,212
後期高齢者医療広域連合健康診査補助金
過年度精算金                   39,000
後期高齢者医療広域連合人間ドック等事業補助金
過年度精算金                   18,000

3,839,000 後期高齢者医療健康診査事業
後期高齢者医療広域連合健康診査補助金
  助成対象額×10/10    　   3,839,000

3,304,265
後期高齢者医療健康診査事業
はり、灸、あん摩、マッサージ
施術費助成

後期高齢者医療広域連合特別調整交付金
  交付対象額×10/10     　  3,304,265

96,602
乳幼児等医療費給付事業
こども医療費給付事業
重度障害者医療費助成事業

福祉医療国保高額療養費
給付調整金　　　　　 　　　  　96,602

109,585

高齢期移行助成事業
乳幼児等医療費給付事業
こども医療費給付事業
重度障害者医療費助成事業
母子家庭等医療費給付事業

福祉医療費過年度分返納金　    109,585

58
～
59

22 6 雑入 雑入

60
～
61
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（様式２－３）

(款)民生費(項)社会福祉費(目)社会福祉総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市民協働部保険医療課）（単位：円）

<当初金額>

全体契約額(a)

(うち当該年度分) 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,178,000 2,178,000

(款)民生費(項)社会福祉費(目)老人福祉費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

<当初金額>

全体契約額(a)

(うち当該年度分) 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

501,512 32,749 468,763

(款)民生費(項)社会福祉費(目)障害者福祉費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

<当初金額>

全体契約額(a)

(うち当該年度分) 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

710,237 360,376 349,861

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)

特 定 財 源 (b) 一 般 財 源
(a-b)

142
～
143

２件

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間 契約の相手方

契約の相手方

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)

特 定 財 源 (b) 一 般 財 源
(a-b)

130
～
137

３件

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間

特 定 財 源 (b) 一 般 財 源
(a-b)

116
～
117

福祉医療費助
成システム改
修業務委託

福祉医療費助成
拡大に対応する
ためのシステム
改修

単独 ― R4.4.6～R4.6.30

（株）さくら
ケーシーエス
随意契約
１者見積(2号)

委　託　料　明　細　書　（一件５０万円以上のもの）

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間 契約の相手方

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)
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（様式２－３）

(款)民生費(項)児童福祉費(目)児童福祉総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市民協働部保険医療課）（単位：円）

<当初金額>

全体契約額(a)

(うち当該年度分) 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,891,984 1,314,069 1,577,915

1,817,214 674,980 1,142,234

110,880 110,880

(款)民生費(項)児童福祉費(目)ひとり親等福祉費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

<当初金額>

全体契約額(a)

(うち当該年度分) 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

142,771 142,771

契約の相手方

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)

特 定 財 源 (b) 一 般 財 源
(a-b)

156
～
157

１件

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間

ほか１件

こども医療費
給付事業審査
業務委託

医療費審査業務 県
1/2
(入院
10/10)

R4.4.1～R5.3.31

兵庫県国民健康
保険団体連合会
国保連合会規則
により委託

特 定 財 源 (b) 一 般 財 源
(a-b)

148
～
151

乳幼児等医療
費給付事業審
査業務委託

医療費審査業務 県 1/2 R4.4.1～R5.3.31

兵庫県国民健康
保険団体連合会
国保連合会規則
により委託

委　託　料　明　細　書　（一件５０万円以上のもの）

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間 契約の相手方

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)
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（様式２－３）

(款)衛生費(項)保健衛生費(目)健康増進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市民協働部保険医療課）（単位：円）

<当初金額>

全体契約額(a)

(うち当該年度分) 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

単価契約

兵庫県後期高齢
者医療広域連合

3,803,413 3,803,000 413

50,490 50,490

(款)衛生費(項)保健衛生費(目)母子衛生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

<当初金額>

全体契約額(a)

(うち当該年度分) 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

756 756

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)

特 定 財 源 (b) 一 般 財 源
(a-b)

176
～
177

１件

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間 契約の相手方

ほか１件

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)

特 定 財 源 (b) 一 般 財 源
(a-b)

170
～
171

健康診査業務
委託(後期高齢
者医療制度)

後期高齢者健康
診査業務

広域
連合

―
R4.4.1～R5.3.24

兵庫県厚生農業
協同組合連合会
随意契約(単価
契約)１者見積
(2号)

委　託　料　明　細　書　（一件５０万円以上のもの）

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間 契約の相手方
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（市民協働部保険医療課）（単位：円）

決算書
ページ 款 項 目 金 額 負 担 金 等 支 出 名 算 出 根 拠 備 考

13,775,038
後期高齢者医療広域連合共
通経費負担金

均等割 　　　  10％
人口割　　　   45％
高齢者人口割　 45％

広域連合規約第17条（別表
第２）

457,230,540
後期高齢者医療広域連合療
養給付費負担金

全体の医療給付見込額×1/12×各市町の給付比率
高齢者の医療の確保に関す
る法律　第98条

170
～
171

4 1 健康増進事業費 755,300
後期高齢者人間ドック受診
事業助成金

＜加東市民病院 ＞＠27,000 　× 16人
＜加東市民病院以外＞   1日  × 13人
　　　　　　　　　　1泊2日  ×  3人   計32人

（様式２－９）

負担金、補助及び交付金支出明細書

130
～
131

3 1 老人福祉費
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